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2016 春季生活闘争 

第 8 回中央闘争委員会 確認事項 

 

 

 連合は本日、2016 春季生活闘争の第 8 回中央闘争委員会を開催し、これまでの状況

を確認したうえで、今後の闘争の進め方について以下の内容を確認した。 

 

１．最終集計結果内容 

 2016 春季生活闘争における要求・回答の最終集計（第 7 回）を 7 月 1 日時点で実

施した。 

 月例賃金にこだわり賃上げの継続を求める闘争を進めた結果、平均賃金方式で組

合員数加重平均 5,779 円・2.00%となり、賃金引上げを 3 年連続で実現した。また

大手組合と中小組合の賃上げ率の乖離を縮小することができた。 

 この結果は、政府・財界の意向が「年収ベースでの引き上げ」にとどまっていた

のに対し、連合が徹底的に月例賃金にこだわった成果である。また、トリクルダウ

ンではなく「底上げ・底支え」こそが「格差是正」「経済の好循環実現」の決め手

であることを、それぞれの労使が実証したものと受け止める。 

 非正規労働者の賃上げ（単純集計）は時給で 16.71 円となり、昨年を 2.12 円上

回る結果となった。また、対象となる非正規組合員数も約 10 万人増えている。加

えて、無期契約への転換や一時金支給の制度構築など、非正規労働者の処遇改善の

取り組みが件数・内容とも前進した。 

 

２．進捗状況と今後の闘争態勢 

 6 月末時点で約 10%の組合が闘争を継続中である。今後は連合本部と当該構成組

織が連携し、必要な交渉支援を行っていくこととする。 

 われわれ組織労働者が引き出した成果を広く社会全体に波及させるべく、地域別

最低賃金の大幅引き上げをめざし、中央最低賃金審議会における目安審議および各

都道府県地方最低賃金審議会の金額審議に対応していく。 

 なお中央闘争委員会は 8 月 25 日開催の第 9 回会合における「2016 春季生活闘争

まとめ」の確認をもって解散とする。 

 

３．まとめに当たって 

 第 7 回（最終）集計結果の詳細分析を行うとともに、要求内容・交渉経過・回答

内容を総括し、中間まとめ（2016 年 6 月 2 日第 72 回中央委員会確認）を踏まえ、

2017 闘争に向けた課題などを整理し、8 月 25 日の第 9 回中央闘争委員会にて「2016

春季生活闘争まとめ」を提起し、確認を求める。 

 

 

以上 

  



○当面の日程 

（１）機関会議 

 2016年 7月 14日 第8回中央闘争委員会（第10回中央執行委員会後） 

  8月 2日 第7回中小労働委員会 

   4日 第5回労働条件委員会 

   23日 第10回戦術委員会（第13回三役会後） 

   25日 第9回中央闘争委員会（第11回中央執行委員会後） 

○添付資料 

� 2016 春季生活闘争 第 7 回（最終）回答集計結果 

 

 

 



１．

5,297 組合 ▲ 575 円 5,469 組合

2,687,757 人 ▲ 0.20 ポイント 2,727,767 人

3,952 組合 ▲ 207 円 4,111 組合

359,293 人 ▲ 0.07 ポイント 368,995 人

2,486 組合 ▲ 203 円 2,605 組合

100,539 人 ▲ 0.08 ポイント 104,618 人

1,466 組合 ▲ 209 円 1,506 組合

258,754 人 ▲ 0.08 ポイント 264,377 人

1,345 組合 ▲ 657 円 1,358 組合

2,328,464 人 ▲ 0.21 ポイント 2,358,772 人

912 組合 ▲ 190 円 924 組合

483,760 人 ▲ 0.09 ポイント 492,446 人

433 組合 ▲ 808 円 434 組合

1,844,704 人 ▲ 0.26 ポイント 1,866,326 人
※ 2016年と2015年で集計対象組合が異なるため、「引上げ額」と「引上げ率」の昨年対比は整合しない。

1,999 組合

1,628,385 人
1,193 組合

145,615 人
537 組合

26,980 人
656 組合

118,635 人
806 組合

1,482,770 人
517 組合

278,592 人
0.45

％

％

300～999人 5,530
円

1,201
円

2.07

円
2.20

％
0.44300人以上 計 6,655

円
1,340

％

2.04
％

0.45
％

0.58
％

100～299人 5,120
円

1,121
円

1,356
円

2.07
％

～99人 4,922
円

2.04
％

0.48
％

0.44
％

300人未満 計 5,081
円

1,165
円

《参考１》
賃上げ分が明確に分
かる組合の集計

2016回答（2016年7月1日集計)

集計組合数 額 率

集計組合員数 計 賃上げ分 計 賃上げ分

6,505
円

1,324
円

2.19
％

％

1,000人～ 6,256
円

2.05
％

7,064
円

2.31
％

300～999人 5,146
円

1.93
％

5,336
円

2.02

300人以上 計 6,018
円

2.03
％

6,675
円

2.24
％

％

100～299人 4,585
円

1.85
％

4,794
円

1.93
％

～99人 3,749
円

1.68
％

3,952
円

1.76

300人未満 計 4,340
円

1.81
％

4,547
円

1.88
％
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賃金引上げ

①平均賃金方式　（集計組合員数による加重平均）

平均賃金方式

2016回答（2016年7月1日集計)

昨年対比

2015回答（2015年7月1日集計)

集計組合数 定昇相当込み賃
上げ計

定昇相当込み賃
上げ計

集計組合数 定昇相当込み賃
上げ計

定昇相当込み賃
上げ計集計組合員数 集計組合員数

5,779
円

2.00
％

6,354
円

2.20
％

2016春季生活闘争 第8回中央闘争委員会確認事項　参考資料　【第7回（最終）回答集計結果】

278,592 人
289 組合

1,204,178 人

1,902 組合

1,556,646 人
1,176 組合

147,195 人
515 組合

27,001 人
661 組合

120,194 人
726 組合

1,409,451 人
473 組合

256,141 人
253 組合

1,153,310 人

▲ 755 円
▲ 0.25 ポイント

▲ 251 円
▲ 0.11 ポイント

▲ 176 円
▲ 0.09 ポイント

▲ 267 円
▲ 0.12 ポイント

▲ 807 円
▲ 0.27 ポイント

▲ 389 円
▲ 0.15 ポイント

▲ 900 円
▲ 0.30 ポイント ％円

2.37
％

1.77
％

0.601,000人～ 7,299
円

5,445
円

1,849

円
1,288

％
0.58

％

300～999人 5,660
円

4,370
％

0.48
％円

2.12
％

1.64

0.40
％

300人以上 計 7,001
円

5,250
円

1,747
円

2.32

1,007
円

2.01
％

1.61
％

100～299人 5,055
円

4,055
円

％
1.75

～99人 4,759
円

3,841
円

948
円

996
円

円
2.29

％

1.98
％

1.58
％

0.40
％

0.40
％

2.00
％

1.60
％

計 定昇相当分 賃上げ分

1.74
％

0.56
％

300人未満 計 5,001
円

4,016
円

《参考２》組合の
2015回答

「計」の
昨年対比

額 率

計 定昇相当分 賃上げ分

6,812
円

5,133
円

1,676

5,220
円

974

％
1.64

％
0.33

％

1,000人～ 6,399
円

5,402
％

0.32
％円

997
円

2.07
％

1.75

円
1.89

％
1.59

％

％

300～999人 5,271
円

4,397
円

874
円

1.97

円
2.05

％
1.73

％
0.32300人以上 計 6,194

円

％

～99人 4,583
円

3,865
円

1.89
％

1.60
％

0.29
％

0.30
％

100～299人 4,788
円

4,067
円

720
円

718

円
2.04

％
1.72

％
0.32

1.60
％

0.29300人未満 計 4,750
円

4,030
円

720
円

1.89
％

《参考２》
《参考１》のうち、昨年
と同一の組合での比
較

2016回答（2016年7月1日集計)

集計組合数 額 率

集計組合員数 計

1,372
円

2.24
％

定昇相当分 賃上げ分 計 定昇相当分 賃上げ分

6,057
円

5,107
円

950
％

0.45
％

1,000人～ 6,940
円

0.44
％

300～999人 5,530
円

1,201
円

2.07
％



１．

183 組合 280,374 円

188,091 人 281,825 円
119 組合 242,651 円

100,378 人 244,407 円
127 組合 265,350 円

80,434 人 272,057 円

149 組合 244,988 円
59,232 人 251,893 円

【注】

２． 非正規労働者賃金引上げ

単純平均 350 組合 16.71 円 956.33 円 2.12 円 287 組合 14.59 円 936.52 円
加重平均 666,848 人 17.93 円 934.78 円 1.15 円 581,435 人 16.78 円 917.93 円

単純平均 190 組合 3,319 円 1.67 ％ 44 円 164 組合 3,275 円 1.66 ％
加重平均 65,645 人 3,564 円 1.78 ％ ▲ 474 円 48,513 人 4,038 円 2.01 ％

３．

2,361 組合 2,368 組合

1,988,559 人 1,925,288 人

1,546 組合 1,378 組合

1,435,097 人 1,350,662 人

2,587 2,844

4.84
月

金額 1,532,368
円

▲ 20,114
円

1,552,482
円

集計組合員数

年
間

月数 4.86
月

0.02
月

一時金　（組合員数による加重平均）

一時金

2016回答（2016年7月1日集計)

昨年対比

2015回答（2015年7月1日集計)
集計組合数

回答
集計組合数

回答
集計組合員数

賃上げ額 率（参考値）
集計組合員数 集計組合員数

【注】 2015回答の集計組合数について、2015年7月2日公表時は職種数（時給293職種・月給182職種）を開示

月給
集計組合数

賃上げ額 率（参考値） 昨年対比
集計組合数

平均時給
集計組合数

賃上げ額 平均時給
集計組合員数 集計組合員数

Ａ方式： 特定した労働者（たとえば勤続17年・年齢35歳生産技能職、勤続12年・年齢30歳事務技術職）の前年度の水準に対して、新年度該当する労働者の賃金をいくら引
き上げるか交渉する方式。この部分を連合は「純ベア」と定義した。

Ｂ方式： 特定する労働者（たとえば新年度勤続17年・年齢35歳生産技能職）の前年度の賃金に対し、新年度（勤続と年齢がそれぞれ１年増加）いくら引き上げるかを交渉す
る方式。

2016回答（2016年7月1日集計)
昨年対比

2015回答（2015年7月1日集計)

時給
集計組合数

賃上げ額

Ｂ方式35歳 6,707
円

2.53
％

Ｂ方式30歳 6,905
円

2.82
％

Ａ方式35歳 1,451
円

0.52
％

Ａ方式30歳 1,757
円

0.72
％

賃金引上げ（続）

②個別賃金方式　（組合数による単純平均）

個別賃金方式

2016回答（2016年7月1日集計)
集計組合数

引上げ額 引上げ率
改定前水準
到達水準集計組合員数

2,587 組合 2,844 組合

1,835,842 人 1,901,551 人

1,885 組合 2,022 組合

1,235,346 人 1,242,294 人

４．

8,656 組合 8,765 組合

6,926 組合 80.0 ％ 7,280 組合 83.1 ％

37 組合 0.4 ％ 65 組合 0.7 ％

87 組合 1.0 ％ 63 組合 0.7 ％

716 組合 8.3 ％ 282 組合 3.2 ％

890 組合 10.3 ％ 1,075 組合 12.3 ％

6,926 組合 7,280 組合

178
組合

2.6 ％
161

組合
2.2

％

819
組合

11.8 ％
1,076 組合 14.8

％

1,079
組合

15.6 ％

960 組合 13.9 ％ 1,645 組合 22.6 ％

1,682 組合 24.3 ％ 1,825 組合 25.1 ％

1,081 組合 15.6 ％ 885 組合 12.2 ％

320 組合 4.6 ％ 325 組合 4.5 ％

31 組合 0.4 ％ 49 組合 0.7 ％

6,150 組合 88.8 ％ 5,966 組合 82.1 ％

554 組合 8.0 ％ 610 組合 8.4 ％

1 組合 0.0 ％ 10 組合 0.1 ％

221 組合 3.2 ％ 694 組合 9.5 ％

776 組合 11.2 ％ 1,314 組合 18.0 ％
妥結済組合 6,187 組合 6,031 組合

2,385 組合 38.5 ％ 2,197 組合 36.4 ％

1,459 組合 23.6 ％ 1,098 組合 18.2 ％

125 組合 2.0 ％ 146 組合 2.4 ％

37 組合 0.6 ％ 65 組合 1.1 ％

2,181 組合 35.3 ％ 2,525 組合 41.9 ％

定昇相当分確保のみ

定昇相当分確保未達成

協約確定（要求必要なし）

確認中

未
妥
結

交渉中

妥結断念

妥結したか否か不明

小計

賃金改善分獲得

第1先行組合回答ゾーン
（2016:3/12-18・2015:3/16-20）

第2先行組合回答ゾーン
（2016:3/22-25・2015:設定せず）

確認中

小計

集計組合総数

要求提出組合

協約確定（要求必要なし）

その他（要求なしだが回答あり）

要求見送り

3月末まで

4月中

5月中

6月中

要求検討中・要求状況不明

要求提出組合

妥
結
済

ヤマ場週より前
（2016:3/11まで・2015:3/15まで）

要求状況・妥結進捗状況　　【注】率は少数第1位未満を四捨五入しており、計と一致しない場合がある

2016回答（2016年7月1日集計) 2015回答（2015年7月1日集計)
組合数 率 組合数 率

季
別

月数 2.44
月

0.07
月

2.37
月

金額 752,489
円

19,635
円

732,854
円



89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 

賃上率 5.11  5.95  5.66  4.97  3.90  3.11  2.86  2.84  2.83  2.59  2.10  1.94  1.92  1.72  1.63  1.70  1.68  1.79  1.86  1.88  1.67  1.67  1.71  1.72  1.71  2.07  2.20  2.00  

中小賃上率 5.04  5.84  5.70  5.10  3.99  3.11  2.80  2.68  2.66  2.41  1.79  1.73  1.70  1.34  1.26  1.35  1.56  1.67  1.72  1.72  1.45  1.47  1.53  1.52  1.53  1.76  1.88  1.81  

差 -0.07  -0.11  0.04  0.13  0.09  0.00  -0.06  -0.16  -0.17  -0.18  -0.31  -0.21  -0.22  -0.38  -0.37  -0.35  -0.12  -0.12  -0.14  -0.16  -0.22  -0.20  -0.18  -0.20  -0.18  -0.31  -0.32  -0.19  

1.00  

1.25  

1.50  

1.75  

2.00  

2.25  

2.50  

2.75  

3.00  

3.25  

3.50  

3.75  

4.00  

4.25  

4.50  

4.75  

5.00  

5.25  

5.50  

5.75  

6.00  
（％） ［平均賃金方式での賃上げ状況の推移］ 



要求・取組
件数

（交渉単
位）

要求・取組
件数

（交渉単
位）

(1)

● 616 132 件 694 243 件

● 430 26 件 487 50 件

(2)

● 35 25 件 97 26 件

● 578 288 件 508 99 件

● 99 69 件 164 28 件

● 79 4 件 70 1 件

● 91 75 件 53 29 件

● 23 10 件 － － 件

● 732 329 件 － － 件

● 749 244 件 1,088 146 件

(1)

● 229 116 件 163 13 件

● 16 2 件 36 4 件

(2) 220 167 件 ※39 36 件

※

(3)

● 2 0 件 42 2 件

● 1 0 件 34 2 件

● 31 12 件 34 2 件

● 17 2 件 37 5 件

● 126 12 件 230 139 件

労働条件に関する　2016春季生活闘争および通年の各種取り組み

要求事項

回答・妥結
件数

(交渉単位）

回答・妥結
件数

(交渉単位）

2016.7.1現在 2015.7.1時点

再雇用者（定年退職者）の処遇に関する取り組み

１．非正規労働者の労働条件改善の取り組み

雇用安定に関する項目

正社員への転換ルールの導入、促進、明確化の取り組み

無期労働契約への転換促進、転換後の労働条件についての取り
組み

均等処遇に関する事項

昇給ルールの導入・明確化の取り組み

一時金支給の取り組み

福利厚生全般及び安全管理に関する取り組み（点検、分析・検
討、是正等の取り組み）

社会保険の加入状況の点検と加入促進の取り組み

年次有給休暇取得促進の取り組み(非正規労働者）

育児・介護休暇制度を雇用形態にかかわらず利用できる取り組
み

セクシュアル・ハラスメント防止措置の検証と実効性の担保

その他均等処遇に関する取り組み（※上記具体的な取組内容が
不明な場合はこちらへ記入）

２．職場における男女平等の実現に向けた取り組み

男女間の賃金格差是正に向けた取り組み

男女間賃金格差の実態と要因把握・点検、改善へ向けた取り組
み

生活関連手当での「世帯主」要件廃止に関する取り組み

女性の職業生活における活躍の推進（女性活躍推進法）の取り
組み

積極的な差別是正措置（ポジティブ･アクション）による是正・改善の取り組み、女性活躍推進法にもとづく行動計画の策定に労使で取り組
みをしていればカウント

男女雇用機会均等法の定着・点検に向けた取り組み

配置や仕事の内容における男女間での偏在についての検証と是
正

昇進・昇格などの運用基準に関する、男女間格差の有無につい
ての検証と是正

妊娠・出産等を理由とする不利益取り扱いについての検証と是
正

男女雇用機会均等法の定着・点検に向けた何らかの要求・取組
（※上記具体的な取組内容が不明な場合はこちらへ記入）



要求・取組
件数

（交渉単
位）

要求・取組
件数

（交渉単
位）

労働条件に関する　2016春季生活闘争および通年の各種取り組み

要求事項

回答・妥結
件数

(交渉単位）

回答・妥結
件数

(交渉単位）

2016.7.1現在 2015.7.1時点

(1) 762 81 件 642 403 件

※

(2)

● 883 325 件 787 259 件

● 857 316 件 847 463 件

● 659 118 件 642 122 件

(3) 812 140 件 766 99 件

(4) 307 63 件 238 5 件

　　 (5)

● 974 601 件 553 202 件

●
62 42 件 － － 件

●
342 317 件 356 211 件

　　 (6) 64 44 件 － － 件

(1)

● 474 51 件 － － 件

● 413 20 件 － － 件

(2) 359 334 件 － － 件

(3) 462 335 件 － － 件

　　 (4)

● 540 482 件 354 56 件

● 29 24 件 － － 件

－：2015年では調査していない項目

※：2015年と設問の表現は異なるが内容はほぼ同じ

育児・介護に関する両立支援制度の点検・改善の取り組み

３．ワーク・ライフ・バランス社会の実現に向けた取り組み　－別紙４参照

長時間労働の是正・過労死ゼロの取り組み

労働時間(特別条項付き36協定等)の上限時間の縮減、インターバル規制の導入、等

総実労働時間短縮の取り組み

所定労働時間の短縮

年次有給休暇の取得促進の取り組み

残業の縮減に向けた取り組み

時間外・休日割増率引き上げの取り組み

労働安全委員会の設置など労働安全衛生法令に基づく職場の点
検、改善の取り組み

両立支援の推進

パワーハラスメント対策

マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメント、ケア
（介護）ハラスメントなどの防止の取り組み

次世代育成支援対策推進法の改正に基づく点検、行動計画の策
定、取り組みの点検

ライフスタイルに応じた働き方と処遇に関する検討の提起

４．ワークルールの取り組み

改正労働者派遣法に関する取り組み

派遣労働者の受け入れ時および期間制限到来時における交渉・
協議の協約化、ルール化の取り組み

派遣労働者の処遇改善の取り組み

若者の職場定着に向けた取り組み

障がい者雇用に関する取り組み

安全な職場づくり

メンタルヘルス対策（ストレスチェック）



要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

正社員登用の受験回数制限を撤廃 妥結

・受験資格の短縮【現行2年→1年】（早期化）
・採用手続きの透明化と機会の拡大
・準社員3年で社員化

継続協議

・正社員登用試験の受験制限回数3回⇒5回に緩
和（ただし4回目以降はA評価が条件）
・受験制度回数の撤廃

妥結

正社員登用の運用基準（期間）の見直し 妥結

公平な登用試験制度への協議継続協議 継続協議

正規採用・正規雇用の採用試験受験年齢の上
限撤廃及び経験等を考慮した選考に改善

妥結
一部継続協議

準社員に転換ののち、地域限定正社員への転
換制度

前進

契約社員を対象に、２０１７年４月１日付け初回
登用を目指し、正社員登用制度を導入

妥結

期間従業員（有期契約）への正社員登用制度の
促進

進展あり

パート・アルバイトへの正社員登用制度の促進 進展あり

派遣労働者への正社員登用制度の促進 進展あり

マスター社員における正社員登用試験の導入 妥結

来期より導入する評価制度を基にした推薦基準
の設置

妥結

正社員転換ルールの運用確認（正社員登用実績
あり）

妥結

就業1年経過後の正社員登用制度導入 交渉中

作業評定制度や有期社員責任者制度を導入す
るなどでき得る限りの対応をしてきている。今後
も、有期社員の採用・定着状況、コスト競争力な
ど様々な要素を踏まえて継続的に検討

継続協議

正社員登用数の拡大

新卒採用のほかに、時給制及び月給制契約社
員より日本郵政グループ各社で２,６４０人の正社
員登用を進め、労働力確保に努めていくこととす
る。

妥結

臨時・非常勤教員に関わる採用試験に関し
て、受験年齢の引き上げ、経験・能力に基づく
試験(免除)等の導入

・受験年齢制限の緩和(59歳までに延長)。
・介護・育児・家族の転勤等による転居を理由と
した退職教員(5年以上正規勤務)を対象とする一
部試験の免除を新設

一部で導入
(継続協議)

無期雇用（正社員雇用）制度の確立 交渉中

無期雇用化への適切な対応 無期労働契約への転換制度の導入 妥結

コミュニティ社員の無期雇用化 コミュニティ社員の無期雇用契約は、労使で合意 妥結

労働契約法の改正に伴い、有期雇用契約労
働者の無期労働契約への転換について早期
に協約化をはかること

・法律に基づく2018年4月からの無期転換権を
2016年10月に前倒しする。
・無期契約社員の労働条件は、  「病気休暇を10
日から90日に拡大」、「休職制度(１年)の新設」
「年次有給休暇の半年単位の取得」等の改善を
はかる。
・2016年10月以降に採用となるスキルの高い期
間雇用社員は、勤続５年を前に無期転換とする
制度を創設する。

妥結

無期労働契約への転換促進等 専門委員会を設立し継続協議 交渉中

無期労働契約への転換ルール導入 継続協議

障碍者嘱託社員の処遇改善 無期労働契約への転換と合わせて検討 前進あり

無期雇用化・転換（有期契約かつ3年以上勤
続のキャスト【契約】）

継続協議

正
社
員
へ
の
転
換
ル
ー

ル
の
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化
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導
入
・
促
進
な
ど

正社員登用制度の改善

正社員転換制度導入・促進・明確化

1．非正規労働者への取り組み

（１）雇用安定に関する取り組み
～労働契約法（18条）「期間の定めのない労働契約への転換」に関連する取り組み～

無
期
労
働
契
約
へ
の
転
換
促
進
な
ど



要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

有期契約雇用から無期契約雇用へ転換する
際の処遇等について協議する労使委員会の
設置

継続協議

有期雇用社員に対し5年間の契約期間満了前
の早い段階で、無期労働契約への転換につい
て方向性を示すこと

有期社員が安心して活躍し続けられるよう、4年
目の更新面談時に会社意向を本人へ伝達

妥結

雇用年数が３年以上の職員に対する「無期転
換権の付与」

・無条件で確立しているのは、14単組中10単組
・条件付で制度が確立しているのは２単組（うち１
単組が今春闘で改善要求）。２単組が要求した。
１単組は要求通りの回答が得られた（2016年３月
末で雇用年数が３年を超える職員に権利を付与
し、2016年度中に権利行使が出来、2017年４月
以降無期契約に転換することを認める）。１単組
は、ほぼ要求通りの回答（2016年４月以降、雇用
年数が３年を超え、無期を希望する職員に権利
を付与する）が得られたが一部の雇用形態のみ
無条件での転換権の付与が認められなかった。

妥結

組合員・派遣社員の雇用確保 雇用確保に努力 妥結

臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定に関
わって所管省庁通知による趣旨の徹底を図る
とともに、パート労働法等民間労働法制の趣
旨を踏まえた労働条件の確立

－ 継続協議

年間1回の昇給を年間2回の昇給
年間評価から半期毎の評価に変更し、年間2回
昇給

妥結

モチベーション向上につながる対応（処遇
の改善や評価に対する納得感の醸成に向け
た対応等）

・評価を踏まえた給与加算の引上げ
・面接制度の充実（期中面接の追加実施）

妥結

評価制度の改善
・評価者教育の充実
・制度内容の周知や評価の納得感向上に向け
た指導の徹底

妥結

人財育成・能力開発に向けた対応 能力、キャリア開発を支援する仕組みの定着 妥結

契約社員の時給の引上げ
契約社員については、毎年時給20円の引上げ
（定昇）を実施していることを確認

妥結

臨時雇の従業員待遇改善 昇給ルールの確立に向けて別途協議 前進あり

臨時社員の時間給改善 現行どおり 妥結

昇給ルールの導入・明確化 現行どおり 妥結

定期昇給制度の確立
全雇用形態で定昇が制度化されているのは、14
単組中10単組。２単組で要求したが、継続協議

継続協議

賃金・評価制度の周知 事業所ごとに徹底 妥結

パート社員の基本給見直し
現行：時間定額850円
要求：各職場時給1,000円以上

有期契約社員の時間定額テーブルの改定につ
いて労使による委員会を設置し改定に向けて継
続協議

継続協議

一時金制度の導入、整備

・パート社員に一時金制度の導入、平成28年12
月支払分より、支給開始
・一時金制度の導入の他、個人業績を踏まえた
賃金水準の設定、積立年休の導入

妥結

一時金や退職金制度の導入 進展あり 進展あり

組合員に見合った一時金の支給 当該賞与月数の６５％を基本とする 妥結

臨時・パート社員への一時金支給 継続協議

賃金改善、一時金について、臨時社員・嘱託
者も社員の支給基準に準じて支給

準じた改定 妥結

一時金の支給対象者の拡大 一時金の支給対象者の拡大 妥結

一時金や退職金制度の導入 進展あり 進展あり

要求通り 妥結

要求月数の回答が得られず、一部の雇用形態で
は、制度化も実現しなかった。

妥結

夏季手当の支給
・0.5ヵ月～2.55ヵ月
・30,000円～
・社員に準ずる

交渉継続中

無
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（２）労働契約法を踏まえた均等処遇に関する取り組み
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年間一時金の支給と制度化
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

年間臨給（年間一時金）の支給
・30,000円～50,000円
・1.0ヵ月～4.0ヵ月
・勤務時間に応じて10,000円～30,000円

交渉継続中

一時金の引上げ
2016年度限りの特別対応として、一時金を引上
げ

妥結

期間雇用社員の一時金の充実
2016年度に限り、夏季手当支給時に、一定のス
キルレベルと所定労働時間に基づき、2,500円～
10,000円を上乗せ支給

妥結

一時金2日分の増額支給 現行どおり 妥結

年度末手当の支給 100,000円 交渉継続中

一時金 年間3.17ヶ月 一時金 年間3.17ヶ月 妥結

一時金の支給（年35万、年12万、年10万［2組
合］、正社員と同月数の年3ヵ月）

一時金の支給（年20万、10万、夏期8万+α 、4
万、3.3万+α ）

妥結

契約社員への一時金支給
正社員と同水準または70～80％の水準にて支給
（多数の組合で一時金支給は交渉）

妥結

2016年3月31日時点在籍の契約社員について
は、成果還元の位置づけでの「特別金」を夏季
一時金支給同時期に支給

2016年3月31日時点で在籍する契約社員に対
し、一時金を支給。対象者は支給日に在籍する
社員と致します

妥結

有期雇用社員の永年勤続表彰制度の導入 要求通りで確認 妥結

精勤手当の支給 50,000円 交渉継続中

レクリエーション補助費 年間10,000円/人 妥結

非正規労働者の食堂利用半額補助
非正規労働者の食堂利用額の半額補助（準社
員のみ）。臨時従業員については、準社員登用
試験を対象者に対し早期に実施することを確約。

妥結

福利厚生制度付与ポイント増 要求どおり 妥結

嘱託・パート等労働者の財形貯蓄制度の正規
職員・社員との同水準化

一部協議単位で同水準化 前進あり

労災・通災害補償における直接雇用者と非正
規労働者の同等補償

社員と同等程度の改定 妥結

派遣労働者への作業服、安全靴の貸与を社
員同様に年１回

社員同様に基準を統一 妥結

健康保持・促進に向けた取り組みの充実
（定期健康診断受診適用者範囲の拡大）

期間を定めて雇用される者の定期健康診断の受
診対象者範囲について全ての者を受診対象者と
する

妥結

健康保持・促進に向けた取り組みの充実
(メンタルヘルス相談窓口の新設）

パート・契約社員のメンタルヘルス相談窓口の新
設

妥結

業務状況の整理と過重労働の改善（専門社
員）

交渉継続中

特別休暇制度や福利厚生制度の充実

・学童保育補助や介護補助等を含む「総合的福
利厚生代行システム」の拡充をはかる
・育児時間制度（1日2回、各30分、正規の勤務時
間が4時間超の者）については、2016年４月より２
回分を一括取得できるよう改正する

妥結

臨時・シニア・パート・契約社員への忌服休暇・
夏季休暇制度導入

継続協議

臨時員の病気休暇積立制度導入 継続協議

正社員と同様の特別休暇（有休）
まずは正社員と同様の内容の特別休暇（無給）
で運用

妥結

慶弔休暇に関する就業規則を正社員と同様 継続協議 妥結

慶弔休暇の新設(正規社員と同様に付与)
新設(正規社員と同様の労働時間勤務の契約社
員)

妥結

嘱託・パート等労働者の慶弔休暇・慶弔金の
正規職員・社員との同水準化

一部協議単位で同水準化 前進あり

「カフェテリアプラン」の制度化 継続協議 継続協議

「公的資格等奨励金」の支給対象者とすること 要求通り 妥結

契約社員の待遇改善（福利厚生の充実、遠方
への転勤制限）

交渉継続中

ワークライフバランス等の労働環境改善につ
いて、諸制度の創設・充実を図ること（13件）

ゼロ回答
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

社会保険の継続
1.任用の空白期間があっても社会保険を継続
2.年度途中の切り替えも継続
3.．事業主が変わっても期間が継続

1.15年度末46都道府県で可
2.単組でとりくみ継続中
3.14年度末2県、15年度末2県で可

継続協議

社会保険の加入状況の点検と適用促進
３つの施策（①一時金の導入、②個人業績を踏
まえた賃金水準の設定、③積立年休の導入）を
実施する

妥結

年休半日取得を可能とする要求 年6日（12回）の半日単位取得を可能とする 妥結

契約社員の半日休暇制度導入 継続協議

年次有給休暇、半日単位での取得しやすい環
境整備

妥結

常日勤勤務者の契約社員に対し半日有給休
暇の付与

要求どおり 妥結

非正規労働者への特別有給休暇の適用 正社員に準じて適用 妥結

休暇取得、昼休憩確保に向けた体制整備 継続協議

休暇制度の改善

・夏季休暇及び特別連続休暇の有給化（3件）
・夏季休暇（3日）を特別休暇（有給）として創設
・新規採用者の年次休暇について、採用日に「10
日」を発行（12件）

妥結

パート職制の処遇改善（結婚忌引休暇の有給
化、夏季休暇の新設）

服忌休暇について1日のみ有給とする 妥結

非常勤職員の休暇制度の改善を順次具体化

非常勤職員の休暇は、業務の必要に応じてその
都度任期や勤務時間が設定されて任用されると
いう非常勤職員の性格を踏まえ、民間の状況と
の均衡や常勤職員の状況を考慮し、必要な措置
を行ってきているところであり、引き続き民間の動
向等を注視するとの回答

継続協議

休暇の新設（契約社員の保存休暇）
・保存休暇（妥結）
・慶弔休暇新設及び社員と同様
・創立休暇

交渉継続中
(一部妥結）

特別休暇（有給）の本人結婚を4日から6日に 要求どおり 妥結

積立休暇制度の導入 要求どおり 妥結

嘱託・パート等労働者の計画年次有給休暇制
度の導入

一部協議単位で同水準化 前進あり

育児・介護制度の正社員との格差是正 要求どおり確認(正社員基準と統一) 妥結

各種の休暇・休業制度を契約社員にも適用す
る

要求どおり 妥結

子が満9歳（小学校3年生）になる年度末安心
して働くことが出来るよう、以下の制度を要求
　・育児フレックス制度の導入
　・子の看護休暇及び勤務制限（時間外労働、
深夜勤務）の対象を満7歳から満9歳へ引き上
げ
（7件）

１．育児支援に関する制度改定
①2016年４月１日から、育児短時間制度、子の
看護休暇、時間労働の制限、深夜勤務制限を、
満７歳から満９歳の年度末までに引上げ。（7件）
②所定勤務時間が固定化された現行制度を改
め、所定勤務時間を５～７．５時間の範囲内で個
別に設定できる制度に変更をする。本制度は、１
０月１日導入を目指し、労使協議の上、準備を進
める。（2件）

妥結

臨時雇用者の出産休暇（配偶者） 臨時雇用者の出産休暇（配偶者）の改定 妥結

育児・介護休暇を雇用形態関わらず利用でき
るよう整備

３つの施策（①一時金の導入、②個人業績を踏
まえた賃金水準の設定、③積立年休の導入）を
実施する

妥結

基本給2％相当上乗せ 1,000円UP 前進あり

定年再雇用者の労災・通災企業補償付加額に
対して正規労働者と同等の補償

正規労働者を念頭に、一定水準の補償額に引上
げ

妥結

福利厚生費用の補助について、60歳以降の均
衡処遇

福利制度において社員との均衡をはかった 妥結

再雇用社員も同額の賃金改善 交渉中

定年後再雇用者に対する評価制度の新設な
らびに評価結果に基づく処遇の向上

継続協議

再雇用者の処遇改善 月例賃金引き上げや退職慰労金制度新設 前進あり

シニア社員の評価昇給制度の見直し 要求どおり改定 妥結

シニア社員組合員 旅行補助
（8000円×年2回の支給）

要求どおり改定 妥結
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

シニア社員の処遇改善
食事代補助適用、公的年金が支給される年齢に
達しないものに支給している賞与24万円加算を
月度2万円支給に変更

妥結

シニア職制の処遇改善

扶養手当の新設⇒子供のみ1人当5,000円を支
給する、賃金制度改正⇒今後、労使で協議を進
める、退職金制度改正⇒ゼロ回答、65歳定年制
への移行⇒今後、労使で協議を進める

妥結

定年退職雇用者の賃金引き上げとして、組合
員のベースアップ妥結額（同額同率）を年額
（12か月）換算し、一時金にて上乗せして支給
する事を確認

「同従業員は労働協約に定める組合員ではない
ことから、専門協議会にて協議する考えにはな
い」との会社回答を受け収拾

妥結

継続雇用者の公的年金不支給期間の一時金
支給

継続協議

再雇用者（定年退職者）の処遇に関する取り
組み

3つの施策（①一時金の導入、②個人業績を踏ま
えた賃金水準の設定、③積立年休の導入）を実
施する

妥結

年金支給開始年齢引き上げによる無年金者
の賃金設定の見直し

対応

シニア・マスター社員（定年後の再雇用者）の
退職慰労金支給制度の勤続1年あたりの支払
月数を現行の0.4ヶ月から0.4ヶ月増の0.8ヶ月
にすること

0.1ヶ月増額し0.5ヶ月とする 妥結

退職金制度の新設 交渉継続中

60歳以降の雇用規定、退職金規定の整備 交渉中

平成28年4月までに62歳定年制に改正 要求どおり 妥結

定年・再雇用　65歳まで延長

「再雇用制度」の確立 継続協議 継続協議

定年再雇用者半日休暇制度導入 半日休暇制度設定 妥結

じん肺の補償を６０歳からシニアまで拡大 制度改訂を含め前向きに検討 前進あり

再雇用者（定年退職者）の処遇に関する取り
組み

専門委員会を設立し継続協議 妥結

雇用と年金の接続について、当面は、2013年
３月26日の閣議決定に基づき、職員の希望通
りの再任用を実現するとともに生活水準の確
保

雇用と年金の接続については、引き続き、平成
25年の閣議決定に沿って、定年退職者の再任用
を政府全体で着実に推進してまいりたい。その
際、再任用者の能力と経験の一層の本格的活用
に努めたい。
なお、この閣議決定に基づき、年金支給開始年
齢の引上げの時期ごとに、改めて検討

継続協議

再任用職員の給与制度等については、その経
済的負担、定年前職員との均衡を考慮して改
善することとし、公務員連絡会との十分な交
渉・協議、合意に基づいて進める

再任用職員の給与の在り方については、民間企
業の再雇用者の給与の動向や各府省における
再任用制度の運用状況等を踏まえ、職員団体の
意見も聴きながら必要な検討を行っていく

継続協議

再任用教員に関わる給料表(支給額)を定年前
の７０％相当(人事院勧告等での申し出による)
とするよう求める。特に定年前と職務内容が変
わらない者に関するもの。

継続協議

契約社員の業務手当 新設 妥結

慶弔金支給適用範囲を契約社員まで拡大
慶弔金支給催促における慶祝金、慶弔金および
見舞金の支給対象に契約社員を含める

妥結

短時間社員の定年年齢の変更 パートナー社員の定年年齢を満70歳とする 妥結

能力開発・スキルアップ制度の充実 進展あり 進展あり

労組への定期的な報告体制（採用・活用計画
等）の構築

進展あり 進展あり

昇給上限の撤廃 継続協議中

任用の空白期間の撤廃
業務があれば任用させる

撤廃には至らないが、任用の空白期間が短縮し
た単組がある。

継続協議中

最低時間単価協定の締結 前進回答なし 妥結

アルバイト・嘱託者が年末年始４時間以上勤
務した場合の特別出勤手当の新設

交渉中

（３）その他　(1)(2)以外の取り組み
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

要求項目全般について、非正規も正社員に準
じた適用

社会環境に応じて適切に対処 妥結

嘱託社員・再雇用者の組合員化 労働協約締結に向けて検討 前進あり

再雇用者の雇用期間延長
６３歳→６５歳とし、会社が必要とする人材につい
ては、７０歳を限度に延長可

妥結

地域別最低賃金の引き上げ額以上の賃金改
善や産業別最低賃金の保証

可能な範囲で改善に努める 妥結

すべての日勤者と１/２直者の昼休みを１時間
とする

本社・研究20時間/年、工場日勤12時間/年の時
間短縮

妥結

非常勤職員制度について、法律上明確に位置
づけることとし、勤務条件等について常勤職員
との均等待遇の原則に基づいて、関係法令、
規則を適用すること。

非常勤職員については、適切な処遇等を確保す
るため、その任用、給与、休暇等について、職員
団体や各府省等関係方面の意見等も聴きなが
ら、民間の状況等を踏まえ、法律、人事院規則等
を必要に応じて改正し対応してきたところである。
今後とも同様の考え方を基本に必要な見直しを
行っていく

継続協議

期間業務職員制度について、当該職員の雇用
の安定と処遇の改善となるよう、適切な運用に
努め、必要な改善措置を講じること。あわせ
て、常勤職員と同等の勤務を行っている期間
業務職員の給与を「均等待遇の原則」に基づ
き俸給表に位置づけること。

期間業務職員制度については、各府省におい
て、本制度を設けた趣旨に則った適切な運用が
なされるよう、制度の周知徹底や助言指導を行う
などして取り組んでいるところであり、人事院とし
て引き続き、より適切な運用が図られるよう努め
る

継続協議

勤続10年以上の契約社員（時給）を月給制 交渉継続中

祝日等の割増賃金を支給 交渉継続中

諸手当の改善・新設
・扶養家族手当の新設
・アドバンスキャスト【無期契約】の住宅
・（職務手当の支給）

交渉継続中

有期契約労働者の労働条件の改善（社員と同
等）

交渉継続中

正社員との均等・均衡待遇の実現 交渉継続中

期間限定サポート社員の契約期間を2ヵ月から
6ヵ月へ延長

継続協議

契約社員の処遇全般にかかわる改善に向け
た労使委員会の設置

妥結

時間外勤務手当の割増率改善（25％→30％） 正社員同等の30％に引き上げ 妥結

契約社員への家族手当、住宅手当支給 交渉中

無期契約社員の処遇・労働諸条件を検討する
労使協議会の設置

非正規従業員の交替勤務手当の改定 交替勤務手当の改定 前進あり

全都道府県に在籍するキャスト（有期直接雇
用契約）の時給の改善

地域別最低賃金のランクに準拠して平均３．３％
の改善をはかる

妥結

契約社員の処遇を改善すること 能力に応じて待遇改善に努める 妥結

全都道府県に在籍するスタッフ（有期接雇用
契約）の時給を改善すること

改善を検討 妥結

有期雇用契約スタッフの処遇を改善すること 改善を検討 妥結

業務量に見合った要員体制の確立 派遣社員の処遇を改善し要員確保に努める 妥結

「年次有給休暇」を正職員と同条件 要求どおり 妥結

「生理休暇」を正職員と同条件 要求どおり 妥結

「つわり休暇」を正職員と同条件 要求どおり 妥結

「リフレッシュ休暇」を正職員と同条件（リフレッ
シュ休暇：特別休暇を１日）

現行どおり 妥結

「産前産後休暇」を正職員と同条件 要求どおり 妥結

「妊産婦の通院休暇」を正職員と同条件 要求どおり 妥結

「永年勤続表彰制度」を新設 継続協議 継続協議

「結婚休暇」を正職員と同条件 要求どおり 妥結

「私傷病欠勤・休職制度」を正職員と同条件 継続協議 継続協議

「公的資格等奨励金」の支給対象者とすること 要求どおり 妥結

「退職金制度（退職慰労金）」も確立(3単組） 退職慰労金制度を獲得(１単組）
妥結

継続協議

そ
の
他
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要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

嘱託・パート等労働者の時間外労働に対する
割増率・適用方法の正規職員・社員との同水
準化

一部協議単位で同水準化 前進あり

嘱託・パート等労働者の教育・研修、学習会の
正規職員・社員との同水準化

一部協議単位で同水準化 前進あり

嘱託・パート等労働者へのインフルエンザ予防
接種費用補助の増額

継続協議

企業内最賃の引き上げ 交渉中

「名ばかり事業主」の解消 交渉中

通勤交通費の支給 交渉中

60歳以降の就労環境整備 進展あり 進展あり

高齢期に備えた能力開発やライフプラン等の
支援策を講じるための労使議論の場の設置

進展あり 進展あり

直接雇用非正規従業員の賃金改善
有期雇用契約社員（準社員）については再雇用
者に準じて賃金改善実施

妥結

スタッフ社員の時給・平均2％引き上げ 平均2％の時給引き上げ実施 妥結

パート・アルバイトについて、組合員に準じた
賃金改善

前進回答なし 妥結

非正規労働者も組合員の賃金改善を踏まえた
対応

交渉中

105日間の年間休日を6日間増やし、111日間と
する。（年間所定労働時間2080時間から48時間
の削減、2032時間となった）

妥結

休暇の改善（生理休暇の有給化） 未回答

国民の祝日が増えることによる、所定休日を1日
増やす

妥結

有給休暇取得促進に努める 前進あり

営業利益が黒字を達成したとき、休日増　目標設
定

前進あり

年間休日11日増 妥結

ﾊﾞｰｽﾃﾞｰ休日１日増 前進あり

所定労働時間　４時間短縮 前進あり

年間休日3日増 妥結

山の日分の休日増の要求（7時間40分の削減） 継続協議

所定労働時間の短縮 契約社員の労働時間を1日8時間→7時間45分 妥結

グループ本社企業組合よりグループ企業の所
定労働時間2000時間未満の申し入れ

労働時間が2000時間を超えるグループ企業に対
し、生産性の向上と労働時間短縮について引き
続き取り組むようグループ本社より要望する

妥結

「年間総労働時間協定」の締結 締結に向けて協議する 妥結

ノー残業デー推奨 前進あり

ノー残業ﾃﾞｰ2回/月 妥結

定時退社日や休日出勤ゼロデーの設定 継続協議

年間360時間を超える超過勤務を認めない 継続協議

長時間残業者の対策
時間外･休日労働削減への取り組み

労使で対策する 前進あり

36協定の締結対応
時間外労働の事前申請の徹底、計画年次有給
休暇取得の徹底、ＮＯ残業デーの徹底、時間外
労働可能枠の遵守等を労使で確認

妥結

1年間の時間外労働合計時間の10％縮減 各単組で通年で対応

有給休暇の日数の引上げ 継続協議

年間の年次有給休暇取得日数の1日増加 各単組で通年で対応

有給休暇取得日数（５日）の義務化 継続協議

年次有給休暇の計画的付与制度導入 継続協議

初年度有給休暇付与日数の増加 継続協議

年次有給休暇取得促進 年次有給休暇の計画的付与制度の導入 妥結

有給休暇取得率向上 一斉有給休暇３日 妥結

有給休暇取得率向上 有給休暇７日以上取得に向け施策 前進あり
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２．ワーク・ライフ・バランス社会の実現（時短）に関連する取り組み
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所定労働時間の短縮（休日増）

時
間
外
労
働
削
減

ノー残業デー設定

そ
の
他

（
続

）



要求・取り組みの具体的な内容 回答・妥結の具体的内容 進捗状況

連続勤務日数の上限設定 継続協議

年次有給休暇を2日以上取得できる職場環境
整備

職場環境整備に努める 妥結

年次有給休暇取得促進
リフレッシュ休暇として公休2日＋年休1日を組合
わせた取得を推進する

妥結

連続特別休暇日数の拡充 実現せず 妥結

半休取得回数上限の撤廃 継続協議

年次有給休暇の半日単位取得
現行年間12日までから年間20日までに増加

妥結

半日有給休暇12回/年→24回/年 妥結

半日有給休暇12回/年→16回/年 妥結

普通休暇の時間休導入 継続協議

積立有給休暇取得制限に子の看護等を追加 妥結

（改訂）二等親以内の親族の介護→親族の介護
（追加）満５０歳以降の転職の準備、不妊治療

妥結

積立年次有給休暇制度の運用確認
（年次有給休暇の優先利用）

年次有給休暇を優先利用することを確認 前進あり

年次有給休暇の積立限度の拡充と積立年次
有給休暇の限度撤廃

実現せず、引き続き労使での意見交換 継続協議

11時間のインターバル規制の導入 要求通りで確認 妥結

勤務間インターバルの設定 労使委員会の設置 前進あり

業務分担と人員配置の最適化 継続協議

リフレッシュ休暇新設

技術開発部門のフレックス制度導入

有
給
休
暇
取
得
促
進

（
続

）

有給休暇半日単位取得制限の増、廃止

積立有給休暇の使途を追加

インター
バル規

制

その他


